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「水害に強いまちづくりマップ（仮）」
の作成方法

①ハザードの評価



ハザードの評価

水害として想定されるハザードには、河川（直轄河川・中小河川）・内水氾濫、高潮や土砂災害など様々なものがある。

それぞれのリスクを総合的に評価していくことが重要であるが、本検討ではリスク提示手法を確立することを目的としているこ
とから、試行的な条件として広域的かつ甚大な被害が想定される直轄河川からの外水氾濫を対象とする。
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対象とするハザードの範囲

ハザードの評価

暴露の設定

脆弱性の検討

水害リスク評価

最適な適応策の整理

マップの作成

適応策の検討

【検討のフロー】

土石流地滑り
崖崩れ

内水氾濫

高潮・高波

本検討で対象とするハザード

外水氾濫



3

ハザードの評価

検討の対象範囲

音更町市街地

検討の対象範囲は、地域内で浸水深などのハザードにばらつきがあり、リスク情報をマップとして整理した際にエリア内でのリ

スクの差が表現可能な地域をモデルとして選定する。

現時点では、音更川の音更町内を流下する区間の氾濫ブロックを対象としてリスク情報の整理を行う。

TO-05L

※検討対象エリアは、今後分析を進める中で変更の可能性あり。

十勝川流域 氾濫ブロック分割図

OT-03R

音更町周辺_浸水頻度マップ
（気候変動予測、事業評価氾濫
計算モデル、現況、過去実験
5400ケース、溢水・越水+破堤、
浸水深0.7m以上）

OT-01L

TO-06L

：リスク評価の対象とする氾濫ブロック
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洪水氾濫のシミュレーションは、平面二次元不定流計算を組み込んだ、以下のモデルを用いる。

氾濫解析の条件は、現況河道、現況治水施設状態とした。

(1)氾濫流追跡モデル
透過率・空隙率を考慮した平面二次元不定流計算

(2)決壊・越水モデル
越流公式(河道⇒氾濫原：栗城等の式、氾濫原⇒河道：本間の式)

ハザードの評価

氾濫シミュレーションモデルの概要

項目 内容

計算メッシュサイズ ・地盤標高 100mメッシュ（メッシュ地盤高は最新のLPデータより作成）

河道状態 平成30年河道

洪水調節施設 現況施設（十勝ダム、札内川ダム、佐幌ダム）

破堤地点 破堤の可能性のある地点（破堤開始水位を超過）全ての地点で氾濫計算を実施し、最大となる浸水深を算定。

破堤条件 破堤開始水位（HWLを基本とする）を河道水位が超過した時

破堤地点上流の氾濫による流量低減 水位が堤防高や地盤高を上回る場合には氾濫による河道流量を低減

主な氾濫計算条件



ハザードの評価

氾濫解析の外力として、大量アンサンブル気候予測データに基づく、流量データを活用する。
アンサンブルデータを用いた氾濫解析を行うことにより、浸水深別の発生確率をメッシュ毎に算出することが可能となる。
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河道
氾濫原

浸水深

3.2m

1m

2000 540 54

順位（/5400）

※同確率で発生すると想定される浸水深の最大包絡値を使用して算定。

既存の氾濫解析結果
・過去実験…3000ケース
・2℃上昇実験…3240ケース
・4℃上昇実験…5400ケース

大量アンサンブルデータの
氾濫計算結果を活用



「水害に強いまちづくりマップ（仮）」
の作成方法

②暴露の設定



最適な適応策の整理
修理目安
ライン

暴露の設定

暴露は、自治体、住民、農業事業者、その他の事業者のそれぞれで異なる。
本検討では、防御水準の設定が一律に設定しやすい家屋と農地・農作物を暴露の対象とする。
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住民

自治体

ステップ

農作物

農地

家屋
農業機械

公共施設 工場

サイロ

地域全体
その他事業者

想定される暴露の例

農業事業者

本検討で対象とする暴露

・公共施設や工場などは重要度
によって求められる防御水準に
違いがある。

ハザードの評価

暴露の設定

脆弱性の検討

水害リスク評価

マップの作成

適応策の検討

【検討のフロー】



「水害に強いまちづくりマップ（仮）」
の作成方法

③脆弱性の検討



最適な適応策の整理

脆弱性の検討

脆弱性の検討として、選定した暴露を対象にハザードに対する被害の関係を整理する。
ハザードは浸水深や流速などが指標となり、被害は被害率や被害額として整理する。
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脆弱性の検討で整理する内容

ハ
ザ
ー
ド

被害

現況
（未対策）

被害率や被害額

浸
水
深
や
流
速
な
ど

ハザードの評価

暴露の設定

脆弱性の検討

水害リスク評価

マップの作成

適応策の検討

【検討のフロー】
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家庭用品 自動車

家屋被害① 治水経済調査マニュアル（案）における家屋被害

暴露のうち家屋について、治水経済調査マニュアルではハザードを浸水深として被害率が整理されている。
また、家屋が含まれるメッシュの地盤勾配別に被害率を変えることで、氾濫の流体力も考慮されたものになっている。
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治水経済調査マニュアルにおけるハザードに対する家屋の被害率の関係

※出典：『国土交通省水管理・国土保全局,治水経済調査マニュアル（案）、令和2年4月』より、
家屋及家庭用品、自動車の浸水深別被害率より作成

浸水深と被害率の関係

地盤勾配によって変化
Aグループ：1/1000未満
Bグループ：1/1000～1/500
Cグループ：1/500以上



家屋被害② 既往研究におけるハザードに対する家屋被害額の関係

既往研究※で、戸建て住宅の構造部位別の価値構成比を用いて、より詳細に浸水深さと被害額の関係が整理されている。
本検討では、本資料で整理されている家屋被害額を参照することとする。
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ハザードに対する家屋被害額の関係の整理

※出典：国土交通省国土技術政策総合研究所,国総研資料第1080号,気候変動下の都市における戦略的水害リスク低減手法の開発, 2019.7,
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1080.htm

浸
水
深

[m
]

家屋被害額 家庭用品被害額



家屋被害③ 北海道における水害による家屋被害の留意事項

積雪寒冷地である北海道は、断熱・気密化した住宅が広く普及しており、浸水に対する被害の現れ方が他地域と異なることが
考えられる。
H28年出水で被害を受けた南富良野町の住宅では、浸水や汚泥による床下や壁内の断熱材の破損が確認されている。
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北海道の住宅の特徴

※出典：浸水被害を受けた住宅の復旧における注意事項（平成２８年８月から９月にかけての大雨災害を踏まえて）
平成28年10月,地方独立行政法人北海道立総合研究機構建築研究本部北方建築総合研究所

床上への浸水により、床の断熱材が水と汚泥に
より汚損している。

通常の使用状況下では、防湿フィルムや透湿防水シートは壁内結露の防止に大きく
役立ち、建物の耐久性が向上させるが、浸水によって断熱材が吸水し汚泥が付着し
た状態では、防湿フィルムや透湿防水シートが排水を阻害することになる。断熱材は
吸水すると乾きにくく、汚泥が混入すると断熱性能の低下を招く。また、設備機器の
保温筒が吸水していると、凍結して給水管が破損するおそれがある。

壁内部の断熱材が吸水し、脱落している。



家屋被害④ 既往研究におけるハザードに対する家屋被害額の関係

既往研究※では、家屋の部位別価値構成比や浸水深別の家屋の被害率に基づいて、家屋被害額が整理されている。
これらを調整することで、北海道における家屋や浸水被害の特徴を反映する方法を検討する。
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ハザードに対する家屋被害額の関係の整理

•北海道における家屋被害率の評価にあたり、断熱材や防湿フィルムの設置を考慮して、部位別価値の内壁や床、給排水設備の
価値を見直すことが考えられる。

•また、吸水による断熱材の損傷などを考慮して、被害率を見直すことが考えられる。

戸建て住宅における家屋被害率

※出典：国土交通省国土技術政策総合研究所,国総研資料第1080号,気候変動下の都市における戦略的水害リスク低減手法の開発, 2019.7,
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1080.htm



【参考】国総研資料における部材別価値構成比の設定方法

14水害による資産被害率調査検討業務,報告書概要版資料より,平成２５年３月
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農作物被害① 治水経済調査マニュアル（案）における農作物の被害①

暴露のうち農作物について、治水経済調査マニュアルではハザードを浸水深に対する被害率が整理されている。
本検討では、上記資料で整理されている農作物の被害率を用いることとする。
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治水経済調査マニュアルにおけるハザードに対する農作物の被害率の関係

浸水深と被害率の関係 ※浸水日数が1~2日の場合

※出典：『国土交通省水管理・国土保全局,治水経済調査マニュアル（案）、令和2年4月』より、
農作物の浸水深別被害率より作成



農作物被害② 治水経済調査マニュアル（案）における農作物の被害②

治水経済調査マニュアルでは、農作物別に評価額が示されている。
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治水経済調査マニュアルにおける農作物の価格

農作物価格

※出典：国土交通省水管理・国土保全局,治水経済調査マニュアル（案）各種資産評価単価及びデフレーター、令和4年3月改定

（千円／トン）



農作物被害④ 北海道における水害による農作物被害の留意事項

北海道の地域団体商標として登録された農作物がある。
「夕張メロン」、「十勝川西長いも」、「今金男しゃく」の3品については農水省「登録産品」にも認定されている
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北海道の地域団体商標

※出典：経済産業省北海道経済産業局北海道に
おける地域団体商標出願・登録状況

https://www.hkd.meti.go.jp/hokip/ts_list/map.pdf

•農協や自治体が整理している農
作物の生産量や出荷額から、農作
物の評価額を設定する方法が考
えられる。

：十勝地方に関連する農作物



農作物被害④ 北海道における水害による農作物被害の留意事項
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•農作物価格の見直し

【参考】北海道の地域団体商標の分布

※出典：経済産業省北海道経済産業局北海道に
おける地域団体商標出願・登録状況

https://www.hkd.meti.go.jp/hokip/ts_list/map.pdf



農業機械の被害① 農業機械への浸水被害
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ステップ

出典： ※一般財団法人日本農業機械化協会, 天災にあった農業機械の取扱: 洪水の被害を受けた農業機械について, https://nitinoki.or.jp/sinsaiti-taisaku/indexg.html

＜農業機械への影響＞

農業機械はエンジンの高さが、復旧のしにくさの観点での浸水深の閾値となる。

【乗用型トラクター】

浸水深がステップの高さ0.5～0.9mを超えた際に、エンジンやミッション、電装品の腐食が進行し、廃棄せざるを得ない場合が出てくる。
【コンバイン】

浸水深がシャーシフレーム上面の高さ約0.7mを超えた際に、エンジンやミッション、電装品の腐食が進行し、廃棄せざるを得ない場合が出てくる。
【乾燥機】

浸水深が修理目安ラインの高さ約0.7mを超えた際に、バーナーやポンプ、モーター等が浸水し、廃棄せざるを得ない場合が出てくる。

修理目安
ライン

シャーシフ
レーム上面

乗用型トラクター

コンバイン

乾燥機

0.5~0.9m

約0.7m 約0.7m



農業機械の被害② 農業機械の浸水深に対する被害額
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ステップ

乗用型トラクター

0.5~0.9m

シャーシ
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試算－音更町の農家1戸当たりの浸水深別農機被害額
（乗用トラクター、普通型コンバイン及び乾燥機）

出典： 一般財団法人 日本農業機械化協会, 天災にあった農業機械の取扱: 洪水の被害を受けた
農業機械について, https://nitinoki.or.jp/sinsaiti-taisaku/indexg.html
一般財団法人 日本農業機械化協会, 2019/2020農業機械・施設便覧
音更町,令和元年版 音更町統計書,
https://www.town.otofuke.hokkaido.jp/town/outline/toukei /otofuketyoutoukeisyo.html
農林水産省, 2005年農林業センサス / 第１巻都道府県別統計書 01北海道 第1部農林業
経営体調査農家・林家編 販売農家 25 農業用機械を利用した農家数と利用台数
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&query=農業用機械を利用した農家数
と利用台数北海道&layout=dataset&stat_infid=000001153660&metadata=1&data=1

を基に試算
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【参考】農家1軒あたりの農業機械所有状況

音更町農家1戸あたり農業機械所有台数※1

馬力階級
音更町全体の所有台数※2

（構成比）
農家1戸当たり
換算所有台数

平均価格※3

（万円）
平均全高※3

(mm)
全損水深 (m)
(全高の30%)

15馬力未満 41 （1.3%） 0.1 110 1,777 0.53

15 ～ 30 121 （4.0%） 0.2 220 1,909 0.57

30 ～ 50 689 （22.6%） 1.0 538 2,267 0.68

50 ～ 100 1,902 （62.4%） 2.9 804 2,539 0.76

100馬力以上 296 （9.7%） 0.4 1675 2,888 0.87
計 3,049 （100.0%） 4.6

音更町の乗用型トラクター馬力別所有台数、平均価格および全損水深

※1：令和元年度版音更町統計書 https://www.town.otofuke.hokkaido.jp/files/00003700/00003739/zensyo.pdf 
※2：2005年農林業センサス / 第１巻都道府県別統計書01北海道 第1部農林業経営体調査農家・林家編 販売農家 25 農業用機械を利用した農家数と利用台数

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&query=農業用機械を利用した農家数と利用台数北海道&layout=dataset&stat_infid=000001153660&metadata=1&data=1
※3：2019/2020 農業機械・施設便覧 （一般社団法人日本農業機械化協会）より試算

音更町の主な農業機械所有台数
乗用型トラクター 3026台
普通型コンバイン 304台
米麦用乾燥機 554台

農家戸数 653 戸
音更町農家1戸あたり所有台数
乗用型トラクター 4.6台
普通型コンバイン 0.5台
米麦用乾燥機 0.8台

コンバイン及び乾燥機の
平均価格および全損水深

種別
平均価格※3

（万円）
全損水深

(m)

コンバイン 3789 0.73

乾燥機 213 0.72



農地被害① 治水経済調査マニュアル（案）における農地の被害

治水経済調査マニュアルでは、浸水した場合の農地の被害額が示されている。
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治水経済調査マニュアルにおける農地の被害額

※出典：国土交通省水管理・国土保全局,治水経済調査マニュアル（案）各種資産評価単価及びデフレーター、令和4年3月改定

浸
水
の
発
生
有
無

被害額

農地 農地・農業用施設の単位面積当たり被害額 （円/m2）

↑浸水発生

浸水深と被害額のイメージ



農地被害② 北海道における水害による農地被害の留意事項

H28出水では、南富良野町、芽室町、清水町、帯広市等において、氾濫流による農地の土壌流亡が確認されており、
土壌流亡によるリスクを評価するためには、土壌流亡の発生条件について推定する必要がある。

H28年の被災状況をもとに、表土の流出範囲における摩擦速度や流速等から土壌流亡の発生条件を推定する。
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空
知
川

※土砂流亡無

約200m

南富良野町の被災状況

芽室町の被災状況

清水町の被災状況

帯広市の被災状況

流出箇所

平成28年09月01日12:25
国土地理院撮影

流出箇所

流出箇所

平成28年09月01日11:48
国土地理院撮影



農地被害③ 表土流出を考慮した農地の被害額の算定（案）

土壌流亡が発生する指標として、各メッシュにおける摩擦速度や流速を設定し、土壌流亡の発生するリスクを評価。
土壌流亡が発生した場合の農地の復旧費用や営農停止にともなう損害を被害額として算定。
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被害額

土砂流亡に伴う復旧費用、
営農停止による損害

土壌流亡による農地被害

●●m/s
↑表土流出の発生

摩擦速度や流速



「水害に強いまちづくりマップ（仮）」
の作成方法

④適応策の検討



最適な適応策の整理

適応策の検討

適応策の検討として、暴露として選定した家屋を対象に脆弱性を軽減させる方法を検討する。なお、農地被害への適応策とし
て嵩上げや排水路整備等が考えられるが、本検討が目的とする地域住民などが主体となる適応策にあたらないため、検討の
対象としない。
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適応策の検討
・各適応策を適用した場合のハザードに対する被害の関係を整理する。

ハ
ザ
ー
ド

被害

被害率や被害額

浸
水
深
や
流
速
な
ど

現況
（未対策）

適応策A
適応策B

ハザードの評価

暴露の設定

脆弱性の検討

水害リスク評価

マップの作成

適応策の検討

【検討のフロー】



家屋の適応策①

家屋の適応策の方向性として、浸水を防ぐ対策と被害を最小限に（早期・安価に復旧）に分類される。本検討では、そのうち家
屋の構造の工夫による対策として、基礎による嵩上げ（高床化）、建物防水、修復の容易化を実施した場合を対象とする。
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戸建て住宅の被害軽減策の例

出典：国立研究開発法人建築研究所, 資料7『水害に強い住宅づくりへの取り組
みを開始しました』より、一部改変

https://www.kenken.go.jp/japanese/information/information/press/2020/7.pdf

基礎による嵩上げ（高床化） 建物防水

修復の容易化

浸水を防ぐ対策

敷地の嵩上げ 止水（防水）壁

この他にピロティ化などの方法もある
被害を最小限に （早期・安価に復旧）する対策



家屋の適応策② 適応策の効果の評価事例

対象とする適応策の効果については、建築研究所資料で復旧費用まで見込んだ被害軽減効果が評価されている。
本検討に適用する際には、建築費に対する浸水深別の被害の軽減率として用いる方法が考えれられる。
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脆弱性の軽減策の効果の評価

出典：国立研究開発法人建築研究
所, 資料7『水害に強い住宅づくり
への取り組みを開始しました』

https://www.kenken.go.jp/japanes
e/information/information/press/
2020/7.pdf

※浸水レベル
• Lv.1：床下レベル。土台に達しない1FL-150mmまでの浸水。床下への土砂の堆積は5cm未満。
• Lv.2：床上～腰窓下端レベル。Lv.1を超え、腰窓下端（1FL+900mm）までの浸水。床上土砂堆積は5cm程度。
• Lv.3：腰窓下端～上端レベル。Lv.2を超え、腰窓上端（1FL+2000mm）までの浸水。床上への土砂の堆積は1cm未満。

※



「水害に強いまちづくりマップ（仮）」
の作成方法

⑤水害リスク評価



最適な適応策の整理

水害リスク評価

現況と適応策を実施した場合のハザード発生確率・被害額曲線をメッシュ毎に作成する。
ハザード発生確率・被害額曲線は脆弱性の検討で作成したハザードと被害の関係のうち、ハザードを発生確率として整理する。
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ハザード発生確率・被害額曲線の作成
・メッシュ毎に評価
・ハザードをその発生確率に置き換え
・現況、適応策のそれぞれで評価

ハ
ザ
ー
ド
の
発
生
確
率

被害額

現況

適応策A
適応策B

※各メッシュの現況の資産に対する被
害ではなく、メッシュに家屋や農地・農
作物があった場合の被害を算出

ハザードの評価

暴露の設定

脆弱性の検討

水害リスク評価

マップの作成

適応策の検討

【検討のフロー】



「水害に強いまちづくりマップ（仮）」
の作成方法

⑥最適な適応策の整理



最適な適応策の整理

最適な適応策の整理

各ケースにおける年平均被害額を整理するとともに、その差から対策を実施した場合の年平均被害軽減期待額を整理する。
適応策の実施にかかる費用との関係から、対策の費用対効果を分析し、最適な適応策の整理する。
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被
害
発
生
確
率

被害額

現況

最適な適応策の整理

費用

効果

・家屋や農業の適応策にかかる費用

・年平均被害額を算出
・現況と適応策の差→年平均被害軽減期待額

適応策Aの年平均被害軽減期待額

•今後X年間に期待される被害軽減額として、
年平均被害軽減期待額（¥/年）×X年として、
対策費用と比較

•家屋の場合は、一般的なローンの支払い期
間である30年と設定。

ハザードの評価

暴露の設定

脆弱性の検討

水害リスク評価

マップの作成

適応策の検討

【検討のフロー】

適応策A

適応策B



「水害に強いまちづくりマップ（仮）」
の作成方法

⑦マップの作成



最適な適応策の整理

マップの作成

メッシュ別に整理した最適な適応策の整理結果を平面的に整理する。
また、適応策の実施に必要となる費用も提示する。

34

マップの作成
・各メッシュにおける最適な適応策を整理
・各対策の実施に必要となる費用を整理。

費用

・家屋の適応策にかかる費用

効果

各メッシュにおける費用対効果を整理

：嵩上げ高2.0m
：嵩上げ高1.0m
：家屋の耐水化

最適な適応策の提示イメージ

ハザードの評価

暴露の設定

脆弱性の検討

水害リスク評価

マップの作成

適応策の検討

【検討のフロー】

被
害
発
生
確
率

被害額

現況

適応策Aの年平均被害軽減期待額

適応策A

適応策B


